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2021年4月1日

１．「国立健康危機管理研究機構」について

厚生労働省大臣官房厚生科学課



● 内閣感染症危機管理統括庁・厚労省感染症対策部に科学的知見を提供する「新たな専門家組織」として、国立感染症研究

所と国立国際医療研究センターを一体的に統合し、感染症等の情報分析・研究・危機対応、人材育成、国際協力、医療提供等

を一体的・包括的に行う組織を創設する。

● 機構は、感染症法等に基づき、地方衛生研究所等とも密接に連携して、全国のサーベイランス情報の集約・分析等を行うと

ともに、政府対策本部に参加し意見を述べる。

一体的
統合

各
部
門
の
組
織
・名
称
等
具
体
的
内
容
に
つ
い
て
は
、
創
設
ま
で
に
決
定

国立感染症研究所

研究所

病院（センター病院）

国府台病院

臨床研究センター

国際医療協力局
国立看護大学校

統括事務部

現 行

情報分析・危機対応部門
（感染症疫学センター、感染症危機管理研究センター等）

研究所部門
（ウイルス部、細菌部、ハンセン病研究センター等）

国立国際医療研究センター

エイズ治療・研究開発センター（ＡＣＣ）

総合調整機能（法人の人事、予算、医療DX・ﾃﾞｰﾀｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ等）

国立国際医療センター（病院）（仮称）
国府台病院・ＡＣＣ

臨床研究推進センター（仮称）
国際医療研究所（仮称）

国立健康危機管理研究機構

看護師育成の機能

感染症の情報分析、研究、検査、危機対応の機能

国内外の人材の育成・派遣、
国際治験ﾈｯﾄﾜｰｸ作り等国際医療協力の機能

病院の総合診療機能、臨床研究推進の機能

国際医療協力・人材センター（仮称）

国立感染症研究・対策センター（仮称） ※感染症関係部門を統合

国立看護大学校（仮称）

１ 機能・業務

「国立健康危機管理研究機構」について

内閣感染症危機管理統括庁

厚生労働省感染症対策部

【機能統合後の姿】

地方衛生
研究所等

科学的知見の収集分析・作成の求め
政策ニーズに沿った科学的知見を提供

密接な連携

政府

基礎から臨床へ
の橋渡し・連携
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● 機構の法人形態は、特殊法人

① パンデミック時に政府対策本部等の方

針に従い、病原性の高い病原体の検体採

取、入院治療等を迅速・柔軟・確実に行え

るよう、平時から、国の責任の下、質の高

い科学的知見を獲得するとともに、厚生

労働大臣による広範な監督権限が必要。

② 感染症の専門家、医師等の高度人材の

確保のため、海外の研究機関等との人材

獲得競争を見据え、人事・組織などの運

営を柔軟に行える組織であることが必要。

２ 法人形態、大臣の監督等

３ 創設時期

● 令和7年度以降（公布日から3年以内）。なお、データベース等の科学的知見の基盤整備は、創設前から早期に取り組む。

● 国際的な研究者を獲得できる処遇の実現

研究開発に従事する役職員の給与等については、国際的に卓越し

た能力を有する人材を確保する必要性等を考慮する。

● 機構に対する大臣の監督等

・ 理事長１名、副理事長１名、理事9名、監事２名を置く。

・ 理事長・監事は大臣が任命。副理事長・理事は、大臣の認可を得て、

理事長が任命。必要に応じて、大臣が理事長に解任命令できる。 理

事の中に、10年間機構に勤務したことがない等の要件を満たす者

（外部理事）※を４名設ける。 ※感染症対応に知見を有する者等を想定

・ 役職員に職務忠実義務・誓約書提出義務を設け、違反した場合の

制裁規程（大臣認可）を設ける。

・ 中期目標（6年）を大臣が策定、機構はこれに基づく中期計画を策

定（大臣認可）。大臣は、毎年度、業務の実績評価を行う。

その際、研究開発の審議会や、独立行政法人評価制度委員会及び

健康・医療戦略推進本部（中期目標策定時）からの意見聴取等を行う。

・ 通常の報告徴収・立入検査に加え、監督上必要な命令が可能。
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〇 全国的な検査能力やサーベイランス能力の向上を図るため、地域保健法を改正し、

・ 地方衛生研究所等と国立健康危機管理研究機構（以下「新機構」）の連携強化の必要性等を踏まえ、試験検査や

サーベイランス（情報収集、整理、分析、提供）など、地方衛生研究所等と新機構との間で行われる連携業務を法定化するとともに、

・ 地方衛生研究所等に対し、検査結果や地域の感染状況等の情報提供への協力義務や、その職員に新機構の研修を受講

させる努力義務を規定。

※ 本改正に際し、調査研究や試験検査等を実施する機関を「地方衛生研究所等」と規定。

・国際的な知見や全国的な感染状況等の提供
・検査技術や試薬の提供
・地方衛生研究所等の職員に対する研修
（感染症疫学、検査法など）

相互に連携

全国的な検査能力やサーベイランス能力の向上

・ 検査結果や地域の感染状況等の情報提供
への協力（義務）

・ 職員に対する新機構の研修受講の機会を
付与（努力義務）

・収集した検体や地方衛生研究所で実施した

検査結果の提供

・地域の感染状況等の提供

・研修の受講

地方衛生研究所等（保健所設置自治体）

新機構の業務(新機構法)

（参考）
地方衛生研究所等の業務（令和４年の感染症法等改正）
〇 調査研究

例：試験検査の精度を高める研究
〇 試験検査

例：地域で発生した感染症の検査の実施など
〇 情報収集、分析、提供

例：地域の感染情報の収集、状況の分析、保健所等へ
の提供など

〇 研修指導
例：地方衛生研究所等の職員の資質向上のための研修、

訓練など

新機構（特殊法人）

〇 感染症に関する科学的知見の収集、
整理、分析、提供
例：国外からの情報の収集・分析、地方の

感染状況等の集約・分析、これらの情報
の行政機関等への提供など

○ 病原体等の収集、検査、保管等や
これらに必要な技術や試薬等の開
発・普及

例：全国で収集した検体を集め、検査、保
管等を行うとともに、検査技術や試薬の
開発や検査機関等への提供など

〇 地方衛生研究所等の職員に対する
研修、技術的支援等

例：検査技師等に対するゲノム解析等の
専門技術的な研修の実施、検査精度の
管理など

(地域保健法の改正)

全国的サーベイランスシステム

による一体的情報共有

国立健康危機管理研究機構と地方衛生研究所等の連携強化
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T-VISION（概要）

研究開発を促進する基盤
（Excellence of R&D）

国内外の感染状況の収集
・評価機能の強化
（Center of Intelligence）

魅力三本柱（メイン機能）

臨床試験ネットワークの中核
（Chief of Clinical Trial 
Network）

《新機構に求められる機能》 《国立健康危機管理研究機構を機能させるための組織体系の強化》

○感染症危機管理のガバナンスを発揮する統括部門の創設

組織全体の戦略企画・総合調整、医療情報管理等を円滑に実施

組織広報、政府・事業部門とのコミュニケーション

人材育成、国内治験NW体制構築・国際共同臨床研究等推進・ARO機能

新機構内の医療DX・データガバナンスの管理

○感染症対応機能が強化された研究・臨床事業部門の創設

統括部門の支援の下で、感染症対応機能を強化

大学・民間企業と連携した幅広い人材確保策の実装（クロスアポイントの活用など）

国と地方との人事交流等による地方衛生研究所等の機能強化

臨床部門の感染症対応機能（とりわけ救急医療機能）の強化

感染症対応医療機関等との連携（感染症対応における全国の地域医療提供体制の中心に）

国内外の臨床情報の収集・解析機能の強化、臨床治験機能の強化・重点化

新機構内部のサージキャパシティ確保及び都道府県等との連携によるサージキャパシティ強化

（１）感染症対策を中心に据えた組織体系の具体化

（２）統括部門・事業部門におけるサージキャパシティの確保

「これまでにない、世界の感染症対応の推進役となる、国内の感染症総合サイエンスセンター」に向けて

○ 今後、厚生労働大臣直轄の「国立健康危機管理研究機構準備委員会」を新設し、「T-VISION」に基づき、平時・有事を問わない指揮命令

系統の一貫性、外部組織とのネットワークを構築するための具体的方策等について検討を進める

○ R7年度以降の新機構創設に向け、十分な予算を確保

○ NCGM・感染研において、①国内外における新機構の魅力を高める機能（魅力三本柱）の確立・充実、②医療DXの推進 について、実務

者会議（NN会議）等で議論。また、我が国の感染症対応機能が強化されることについて、国民的理解の醸成等に取り組む

《施行に向けた更なる取組》

全ての基盤となる医療DXの推進

実務者会議（NN会議）等で議論

7



2021年4月1日

２．感染症対策について

厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症対策課、企画・検疫課



１）感染症の流行状況について



新型コロナ新規患者報告数

年代別定点当たり報告数推移

※年代別の定点当たり報告数は小数点以下第３位を四捨五入しているため、合計しても、
必ずしも総数とは一致しない。

都道府県別定点当たり報告数推移

※直近５週分のデータ

※1/15－1/21データを1/26 (金)に公表（厚労省HP）

※週（疫学週）ごとの全国データの推移
※令和５年５月７日以前は、HER-SYSデータに基づく定点医療機関からの患者数

定点当たり報告数推移
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インフルエンザの発生動向について

都道府県
定点当たり報告数
３週

(1/15~1/21)
２週

(1/8~1/14)
全国 17.72 12.99
沖縄県 32.33 22.13
宮崎県 27.81 22.90
福岡県 25.85 15.81
千葉県 24.54 17.85
愛知県 22.71 17.58
埼玉県 22.56 15.88
佐賀県 21.97 13.15
奈良県 21.85 13.64
熊本県 20.86 17.13
大分県 20.74 18.53
鹿児島県 20.43 17.11
愛媛県 20.13 14.36

19.6821.13
17.35

21.66

28.326.72

33.72
29.94

23.1321.65

12.6612.99
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３週（１月15日～１月21日）の定点当たり報告数は17.72と前週の1.36倍であり、沖縄県で警報発令の目安となる定点

当たり報告数30を、41都府県で注意報発令の目安となる定点当たり報告数10を超えている。
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２）令和４年感染症法等改正法の

R6.4.1施行分について



２－１）予防計画の作成について



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律(令和４年法律第96号）の概要

改正の趣旨

施行期日
令和６年４月１日（ただし、１の⑷及び２の①の一部は公布日、１の⑷及び⑸の一部は令和５年４月１日、１の⑵の① の一部及び３は公布日から10日を経過した日等）

改正の概要
１．感染症発生・まん延時における保健・医療提供体制の整備等【感染症法、地域保健法、健康保険法、医療法等】

（１）感染症対応の医療機関による確実な医療の提供
① 都道府県が定める予防計画等に沿って、都道府県等と医療機関等の間で、病床、発熱外来、自宅療養者等（高齢者施設等の入所者を含む）への医療の確

保等に関する協定を締結する仕組みを法定化する。加えて、公立・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療支援病院に感染症発生・まん延時に担うべき医
療提供を義務付ける。あわせて、保険医療機関等は感染症医療の実施に協力するものとする。また、都道府県等は医療関係団体に協力要請できることとする。

② 初動対応等を行う協定締結医療機関について流行前と同水準の医療の確保を可能とする措置(流行初期医療確保措置)を導入する(その費用については、公
費とともに、保険としても負担)。また、協定履行状況の公表や、協定に沿った対応をしない医療機関等への指示・公表等を行うことができることとする。

（２）自宅・宿泊療養者等への医療や支援の確保
① 自宅療養者等への健康観察の医療機関等への委託を法定化する。健康観察や食事の提供等の生活支援について、都道府県が市町村に協力を求めることと

し、都道府県と市町村間の情報共有を進めることとする。さらに、宿泊施設の確保のための協定を締結することとする。
② 外来・在宅医療について、患者の自己負担分を公費が負担する仕組み（公費負担医療）を創設する。

（３）医療人材派遣等の調整の仕組みの整備
○ 医療人材について、国による広域派遣の仕組みやDMAT等の養成・登録の仕組み等を整備する。

（４）保健所の体制機能や地域の関係者間の連携強化
○ 都道府県と保健所設置市・特別区その他関係者で構成する連携協議会を創設するとともに、緊急時の入院勧告措置について都道府県知事の指示権限を創

設する。保健所業務を支援する保健師等の専門家（IHEAT）や専門的な調査研究、試験検査等のための体制（地方衛生研究所等）の整備等を法定化する。

（５）情報基盤の整備
○ 医療機関の発生届等の電磁的方法による入力を努力義務化(一部医療機関は義務化)し、レセプト情報等との連結分析・第三者提供の仕組みを整備する。

（６）物資の確保
○ 医薬品、医療機器、個人防護具等の確保のため、緊急時に国から事業者へ生産要請・指示、必要な支援等を行う枠組みを整備する。

（７）費用負担
○ 医療機関等との協定実施のために都道府県等が支弁する費用は国がその3/4を補助する等、新たに創設する事務に関し都道府県等で生じる費用は国が法律

に基づきその一定割合を適切に負担することとする。

２．機動的なワクチン接種に関する体制の整備等【予防接種法、特措法等】

① 国から都道府県・市町村に指示する新たな臨時接種類型や損失補償契約を締結できる枠組み、個人番号カードで接種対象者を確認する仕組み等を導入す
る。

➁ 感染症発生・まん延時に厚生労働大臣及び都道府県知事の要請により医師・看護師等以外の一部の者が検体採取やワクチン接種を行う枠組みを整備する。

３．水際対策の実効性の確保【検疫法等】

○ 検疫所長が、入国者に対し、居宅等での待機を指示し、待機状況について報告を求める(罰則付き)ことができることとする。 等
このほか、医療法の平成30年改正の際に手当する必要があった同法第６条の５第４項の規定等について所要の規定の整備を行う。

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある感染症の発生及びまん延に
備えるため、国又は都道府県及び関係機関の連携協力による病床、外来医療及び医療人材並びに感染症対策物資の確保の強化、保健所や検査等の体制の強化、
情報基盤の整備、機動的なワクチン接種の実施、水際対策の実効性の確保等の措置を講ずる。
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現行の予防計画の記載事項 予防計画に追加する記載事項案 体制整備の数値目標の例（注１）

１ 感染症の発生の予防・ま
ん延の防止のための施策★

２ 医療提供体制の確保 ・協定締結医療機関（入院）の確保病床数
・協定締結医療機関（発熱外来）の医療機関数
・協定締結医療機関（自宅・宿泊施設・高齢者施設で
の療養者等への医療の提供）の医療機関数

・協定締結医療機関（後方支援）の医療機関数
・協定締結医療機関（医療人材）の確保数
・協定締結医療機関（PPE）の備蓄を行う医療機関数

① 情報収集、調査研究☆

② 検査の実施体制・検査能力の向上★ ・検査の実施件数（実施能力）★
・検査設備の整備数★

③ 感染症の患者の移送体制の確保★

④ 宿泊施設の確保☆ ・協定締結宿泊療養施設の確保居室数☆

⑤ 宿泊療養・自宅療養体制の確保（医療に関する
事項を除く）★

注：市町村との情報連携、高齢者施設等との連携を含
む。

・協定締結医療機関（自宅・宿泊施設・高齢者施設で
の療養者等への医療の提供）の医療機関数（再掲）

⑥ 都道府県知事の指示・総合調整権限の発動要件

⑦ 人材の養成・資質の向上★ ・医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数★

⑧ 保健所の体制整備★

３ 緊急時の感染症の発生の
予防・まん延の防止、医療
提供のための施策★

※ 緊急時における検査の実施のための施策を追加。
★

（注１）予防計画の記載事項として、体制整備のための目標を追加。上記は、想定している数値目標の例。具体的には、国の基本指針等に基づき、各都道府県において設定。
対象となる感染症は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症。計画期間は６年。

（注２）都道府県等は、予防計画の策定にあたって、医療計画や新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく行動計画との整合性を確保。

○ 平時からの備えを確実に推進するため、国の基本指針に基づき、都道府県の「予防計画」の記載事項を充実。記載事項を追
加するとともに、病床・外来・医療人材・後方支援・検査能力等の確保について数値目標を明記。
(新たに保健所設置市・特別区にも予防計画の策定を義務付け。ただし、記載事項は★(義務)と☆(任意)を付した部分に限る。)

都道府県の「予防計画」の記載事項の充実等
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都道府県、保健所設置市及び特別区における予防計画作成のための手引き（概要版）

〇 本手引きは、既存の予防計画の内容及び今般の感染症法の改正による変更点を踏まえ、予防計画を策定にあたってのポイントをまとめたも
のであり、都道府県、保健所設置市及び特別区（都道府県等）の予防計画が実効性を伴うものとなるよう作成したものである。
・ 第１章では、新型コロナ発生後の法改正の経緯を示した。
・ 第２章では、総論として、法改正の概要及び予防計画を改定する背景等の主なポイントを示した。
・ 第３章では、予防計画の各項目に沿って、予防計画に追記すべき事項を示した。

１．本手引きについて

（１）予防計画の法的な位置づけ
○ 感染症法第９条において国が基本指針を定め、第10条第１項において基本指針に則して都道府県が予防計画を定めることとされてい
る。また、医療法における医療計画、地域保健法や新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく行動計画との整合性もとる必要がある。

○ 予防計画策定の手順として、都道府県においては、今般の新型コロナ対応を含めて最新の知見に基づいて既存の予防計画の時点修正
を行いつつ、改正感染症法にて追記された事項について、国が定める基本指針及び本手引き等を参考に、保健所設置市区、感染症指定
医療機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会などの関係機関と都道府県連携協議会等で議論のうえ、新規事項や改定事項に
つき見直しをしていくことが想定される。

○ 保健所設置市区においては、改正後の感染症法第10条第14項に基づき新たに予防計画を策定することとなるため、都道府県連携協
議会等での議論を踏まえ、都道府県予防計画の策定と合わせて記載していくことが想定される。

（２）予防計画策定・改定の背景
① 特措法及び感染症法改正（令和3年2月公布）

・国と地方自治体との情報共有や、新型コロナ対応で実施された宿泊療養及び自宅療養などが規定された。
② 感染症法改正（令和4年12月公布、一部を除き令和６年４月１日施行）

・国・都道府県・関係機関の連携協力による病床、外来医療及び医療人材並びに感染症対策物資の確保の強化、保健所や検査等の
体制強化、情報基盤の整備、機動的なワクチン接種の実施、水際対策の実効性の確保等の措置が規定された。

（３）都道府県等における予防計画改定の内容について
基本指針の改正に伴い、予防計画に定めるべき事項が追加された。都道府県等においては次頁の事項を記載することが求められる。

２．第１章：背景と目的
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予防計画の記載事項 区分 数値目標 （保健所設置市区）
予防計画の項目

一 地域の実情に即した感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策に関する事項 〇
二 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究に関する事項 （新設） △
三 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項 （新設） 〇
四 感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項
五 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項 （新設） 〇
六 感染症に係る医療を提供する体制の確保・まん延防止措置に必要な体制確保に係る目標に関する事項 （新設） 〇

1. 協定締結医療機関（入院）の確保病床数 （新設） 〇
2. 協定締結医療機関（発熱外来）の機関数 （新設） 〇
3. 協定締結医療機関（自宅療養者等への医療の提供）の機関数 （新設） 〇
4. 協定締結医療機関（後方支援）の機関数 （新設） 〇
5. 協定締結医療機関（人材派遣）の確保人数 （新設） 〇
6. 協定締結医療機関（十分な個人防護具の備蓄）の医療機関数 （新設） 〇
7. 検査の実施件数（実施能力）、検査設備の整備数 （新設） 〇 〇
8. 協定締結宿泊施設の確保居室数 （新設） 〇 △
9. 医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数 （新設） 〇 〇
10. 保健所の感染症対応業務を行う人員確保数 （新設） 〇

七 宿泊施設の確保に関する事項 （新設） △
八 外出自粛対象者の療養生活の環境整備に関する事項 （新設） 〇
九 総合調整又は指示の方針に関する事項
（第六十三条の三第一項の規定による総合調整又は第六十三条の四の規定による指示の方針に関する事項） （新設）

十 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項 （新設） 〇
十一 感染症の予防に関する保健所の体制の確保に関する事項 （新設） △
十二 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止、病原体等の検査の実施並びに医療の提供のための施策 〇

〇 本章では、都道府県等予防計画に追記すべき項目について法改正のポイントを整理
一 地域の実情に即した感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策に関する事項【既存】
二 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究に関する事項【新設】

〇水際対策：自治体と検疫所が連携し、検疫対応を強化することとなった 〇サーベイランス：感染症対策における情報基盤の整備等
三 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項【新設】

〇地方衛生研究所の体制整備の推進 〇都道府県と検査機関の間での検査等措置協定の締結を進め、発生時の検査体制を確保
四 感染症にかかる医療を提供する体制の確保に関する事項【強化】
〇都道府県は各医療機関と①病床、②発熱外来、③自宅療養者に対する医療の提供、④後方支援、⑤人材派遣について事前に協定を締

結し、地域で連携した医療体制を構築する。また、医療機関における個人防護具の備蓄について、協定を締結できる。

３．１ 第２章 予防計画改定の概要

〇必須、△任意
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〇病床：新興感染症の入院医療を担当する医療機関（第一種協定締結医療機関）を規定
〇発熱外来：新興感染症の発熱外来を担当する医療機関（第二種協定締結医療機関）を規定
〇自宅療養者等に対する医療の提供：新興感染症の自宅療養者等に対する医療の提供を担当する医療機関（第二種協定締結医療機

関）を規定
〇後方支援：新興感染症の対応を行う医療機関に代わって対応を行う医療機関と後方支援に係る協定締結について規定
〇人材派遣：感染症医療担当従事者等の派遣
〇個人防護具の備蓄：医療機関における個人防護具の備蓄

五 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項【新設】
〇移送に係る人員体制に係る事項、消防機関等との役割分担、連携に係る事項
〇新興感染症発生時の移送に係る事項、圏域を超えた移送について

六 目標に関する事項（３．２数値目標 の考え方に記載）【新設】
七 宿泊施設の確保に関する事項【新設】
〇民間宿泊施設等と感染症の発生及びまん延時の宿泊療養の実施に関する協定を締結すること等により、平時から宿泊施設を確保
〇民間宿泊施設との協定だけでは十分な体制の確保が図れない場合等は必要に応じて公的施設の活用を併せて検討

八 外出自粛対象者等の療養生活等の環境整備に関する事項【新設】
〇外出自粛対象者の体調悪化時等に、適切な医療につなげることができる健康観察の体制を整備
〇外出自粛により生活上必要な物品等の物資の入手が困難になることから、当該対象者について生活支援を実施
〇外出自粛対象者が高齢者施設や障害者施設等において隔離を継続する場合は、施設内で感染がまん延しないような環境を構築

九 感染症の予防又はまん延防止のための総合調整及び支持の方針に関する事項【新設】
〇都道府県、管内の保健所設置市区、感染症指定医療機関、消防機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会等の関係機関を

構成員とする「都道府県連携協議会」の設置
〇人材確保・移送等に関する総合調整権限（・ 都道府県知事による総合調整・指示 ・ 厚生労働大臣による総合調整への対応）

十 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項【新設】
〇医療従事者や保健所職員等の研修・訓練を実施

十一 保健所体制の強化【新設】
〇保健所における危機管理体制の強化
〇感染症有事の際の保健所外部からの応援体制としてのIHEATの整備

○ 対応する感染症については、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症（※）及び新感染症（新興感染症と総称）を基本とする。
（※）当該指定感染症にかかった場合の病状の程度が重篤であり、かつ、全国的かつ急速なまん延のおそれがあるものに限る。

○ 感染症に関する国内外の最新の知見を踏まえつつ、一定の想定を置くこととするが、まずは現に対応しており、これまでの対応の教訓を生かすこと
ができる新型コロナウイルス感染症への対応を念頭に取り組む。

３．２ 新興感染症発生後の対応と数値目標の考え方
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○国内での感染発生早期（新興感染症発生から感染症法に基づく厚生労働大臣による発生の公表（※）（以下単に「発生の公表」という。）
前までの段階は、現行の感染症指定医療機関の感染症病床を中心に対応する。その際、当該感染症指定医療機関は、新興感染症についての
知見の収集及び分析を行う。
（※）感染症法に基づく、厚生労働大臣による新型インフルエンザ等感染症等に係る発生の公表（新興感染症に位置付ける旨の公表）

○ 流行初期（３ヶ月を基本とする）は、まずは発生の公表前から対応実績のある感染症指定医療機関が、流行初期医療確保措置の対象とな
る協定に基づく対応も含め、引き続き対応する。また、国が、感染症指定医療機関の実際の対応に基づいた対応方法を含め、国内外の最新の知
見について、都道府県及びその他医療機関に情報提供した上で、同協定を締結するその他医療機関も、各都道府県の判断を契機として、対応し
ていく。なお、国は、随時、当該知見について更新の上情報提供するとともに、医療機関が対応するための感染症対策物資等の確保に努める。

○ 流行初期以降は、これらに加え、その他の協定締結医療機関のうち、公的医療機関等（対応可能な民間医療機関を含む。）も中心となった
対応とし、その後３箇月程度（発生の公表後６箇月程度）を目途に、順次速やかに全ての協定締結医療機関での対応を目指す。

○ 新興感染症の性状のほか、その対応方法を含めた最新の知見の取得状況や、感染症対策物資等の確保の状況などが事前の想定とは大きく異
なる事態の場合は、国がその判断を行い、機動的に対応する。

【協定に係る数値目標の考え方】
○ 新興感染症の対応体制を構築する際には、医療提供体制、検査体制、宿泊療養体制については、それぞれ整合性を図りつつ、数値目標を設
定することが重要である。

○ 感染症危機の流行初期段階より保健・医療提供体制を早急に立ち上げる必要がある、という改正法の趣旨から、流行初期及び流行初期以降
ともに、協定により担保する数値目標を設定することが求められる。

＜流行初期の対応について＞
○ 医療提供体制は発生の公表後１週間以内に立ち上げる目標を設定する。
○ 検査体制および宿泊療養体制は医療提供体制に比べ、立ち上がりに一定の時間を要することから、発生の公表後１ヶ月以内に立ち上げる
目標を設定する。

＜流行初期以降の対応について＞
○ 医療提供体制は、発生の公表後遅くとも６ヶ月以内の時点の目標値とする。
○ 検査体制、宿泊療養体制等については、民間検査機関等が今後も新型コロナ対応と同規模で事業を継続しているかが不透明であることや、
国内の一般の宿泊需要に左右されることを踏まえ、定性的な協定 でもよいこととする。
※ 物資の備蓄については、流行初期、流行初期以降を通じて、感染の波による需要の急増と、輸入の途絶が同時に発生する場合に、需給が最も逼迫する期間を
想定し、2ヵ月分以上を備蓄する協定締結医療機関数と設定する。
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区分 項目 協定締結
対象

①流行初期（初動対応） ②流行初期以降

対応時期 目標の目安 目標
単位

当該目標の
裏付け 対応時期 目標の目安 目標

単位 当該目標の裏付け

(1) 医療提
供体制

①入院 医療機関 厚生労働大臣
の公表後１週
間

新型コロナ発生約１年後
（2020年12月）の新型コロナ
の入院病床数

床 協定締結医
療機関との
数値入りの協
定

厚生労働
大臣の公表
後遅くても
６か月以内

新型コロナ対応で確保した最大
の体制《入院病床数》
※2022年12月時点

床
協定締結医療機関との
数値入りの協定

② 発熱外来 医療機関
発生約１年後（2020年12
月）の新型コロナの診療・検査
機関数

機関
新型コロナ対応で確保した最大
の体制《診療・検査機関数》
※2022年12月時点

機関

③ 自宅療養
者への医療の
提供

医療機関
薬局
訪問看護

新型コロナ対応で確保した最大
値の体制《自宅療養者等への
医療提供機関》

機関

協定締結機関との数値入
りの協定を前提④ 後方支援

医療機関

新型コロナ対応で確保した最大
値の体制《後方支援医療機
関》

機関

⑤人材派遣 新型コロナ対応での最大値の
体制《派遣人材数》 人

(2) 物資の
確保

⑥ 備蓄し
ている医療
機関の数

医療機関
（各協定締
結の時期に
準じる）

協定締結医療機関のうち【８
割以上】の施設が当該施設の
使用量【２カ月分以上】にあ

たるPPEを備蓄

機関
協定で備

蓄量を規定

（各協
定締結の
時期に準
じる）

協定締結医療機関のうち
【８割以上】の施設が当該施
設の使用量【２カ月分以上】

にあたるPPEを備蓄

機
関

協定で備蓄量を規定

(3) 検査体
制

⑦-1 検査の
実施能力

地方衛生研
究所等

厚生労働大臣
の公表後１か
月

協定締結医療機関（発熱外
来）における、1日の対応可能
人数以上とする。

件／日
※公的機関
のため協定外
の対応

厚生労働
大臣の公表
後遅くても
６か月以内

協定締結医療機関（発熱外
来）数 に、新型コロナウイルス
感染症対応のピーク時における
１医療機関の1日当たりの平

均検体採取人数を乗じたものと
する。

件／
日

可能な限り数値入りの協
定を締結しつつ、定性的な
内容の協定もよいこととす
る。

医療機関、
民間検査機
関等

件／日
協定締結機
関との数値入
りの協定

⑦ｰ２ 地方衛生研究所
等の検査機器の数

検査の実施能力に相当する数と
する。 台 検査の実施能力に相当する数

とする。 台

(4) 宿泊療
養体制

⑧ 宿泊施設
確保居数 宿泊施設

厚生労働大臣
の公表後１か
月

新型コロナ対応時（2020年5
月頃）の実績を参考に設定
※当時宿泊施設を開設していな
かった自治体も、開設を想定

室
協定締結機
関との数値入
りの協定

新型コロナ対応での最大値の
体制《宿泊施設》
※2022年３月時点

室

(5) 人材の
養成・資質の
向上

⑨ 研修・訓
練回数 ー 【平時】協定締結医療機関、保健所職員及び都道府県等職員に対する研修及び訓練を１年１回以上実施する

(6) 保健所
の体制整備

⑩ 人員確保
数

ー
厚生労働大臣
の公表後１か
月

想定される業務量に対応する人
員確保数
※保健所ごとの内訳も記載。

人

ー （再掲）
【平時】想定される業務量に対する人員確保・IHEAT研修の受講者数を記載。※確保人員全員が年１回以上研修を受講

【各数値目標の考え方】
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〇 都道府県等が予防計画を策定する際の参考となるよう、基本指針のうち、特に都道府県の実情に応じて検討が期待される箇所や、基本指針に
おいて「予防計画を策定するにあたっての留意点」として記載されている事項などをポイントとして記載。

（任意）感染症の予防の推進の基本的な計画
予防計画の必須事項とはなっていないが、予防計画策定に当たっての留意点として、以下の事項がある。

・ 総論的事項として、基本指針に記載されている新規事項の内容を確認し、各項目の中で記載
・ 保健所設置市において予防計画を策定する旨を追記
・ 都道府県、保健所設置市区、感染症指定医療機関、消防機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会等等の関係機関を構成員
とする都道府県連携協議会の設置、保健所と地方衛生研究所の体制整備、人材育成等の取組を追記

一 地域の実情に即した感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策に関する事項
・ 基本指針の第二「感染症の発生の予防のための施策に関する事項」と第三「感染症のまん延防止のための施策に関する事項」に該当
・ 専門職能団体や高齢者施設等関係団体との連携、地方衛生研究所の体制強化、保健所との連携、検疫所との連携が追加

二 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究に関する事項【新設】
・ 改正感染症法による情報基盤の整備を受けた、情報の収集等に関する取組を記載

三 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項【新設】
・ 地域の実情に応じた検査の実施体制・検査能力向上の方向性を規定

四 感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項
・ 感染症にかかる医療提供の考え方、第一種・第二種感染症指定医療機関の整備目標に関する事項
・ 新興感染症の汎流行時に係る入院体制、外来診療体制、自宅療養者等への医療提供体制、後方支援体制及び医療人材の派遣等に係
る事項

・ 医薬品の備蓄又は確保等に関する事項
・ 平時及び患者発生後の対応時における一般の医療機関における感染症の患者に対する医療の提供に関する事項
・ 医療関係団体や高齢者施設等関係団体との連携に関する事項

五 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項【新設】
・ 移送にかかる人員体制に係る事項 ・消防機関との役割分担及び連携並びに民間事業者等への業務委託に係る事項
・ 新興感染症発生時の移送体制に係る事項

４．第３章 予防計画改定について
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六 目標に関する事項（３．２数値目標 の考え方に記載）【新設】

七 宿泊施設の確保に関する事項 【新設】
・ 協定を締結する宿泊施設等の確保の方法に係る事項
・ 宿泊施設の確保に係る都道府県と保健所設置市等の役割分担に係る事項
八 外出自粛対象者等の環境整備に関する事項【新設】
・ 外出自粛対象者の健康観察を行う人員体制に係る事項
・ 外出自粛対象者の健康観察や生活支援等における一般市町並びに関係機関及び関係団体との連携に係る事項

九 感染症の予防又はまん延防止のための総合調整及び指示の方針に関する事項【新設】
・ 都道府県知事による総合調整・指示に係る事項 ・都道府県知事による総合調整に係る関係機関等との情報共有に係る事項

十 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項【新設】
・ タイトルに「資質の向上」が追加・都道府県等による訓練の実施に関する事項
・ IHEAT要員、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間に派遣される人材の養成・登録・管理・資質向上に関する事項
・ 人材の養成及び資質の向上に係る感染症指定医療機関及び医師会をはじめとする関係各機関及び団体との連携のための方策に関する事項

十一 感染症の予防に関する保健所の体制の確保に関する事項【新設】
・ 保健所の人員体制に係る事項 ・感染症対応における保健所業務と体制に係る事項 ・応援派遣やその受入れに係る事項
・ 保健所業務に係る保健所と関係機関等との連携にかかる事項

十二 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止、病原体等の検査の実施並びに医療の提供のための施策に関する事項
変更なし

（任意）感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の尊重に関する事項【新設】
予防計画の必須事項とはなっていないが、予防計画策定に当たっての留意点として、以下の事項がある。

・ 患者等への差別や偏見の排除及び感染症についての正しい知識の普及に関する事項
・ 患者情報の流出防止等のための具体的方策に関する事項
・ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の尊重のための都道府県等における関係部局の連携方策に関する事項
・ 国、他の都道府県等、医師会等の医療関係団体、報道機関等の関係各機関との連携方策に関する事項
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２－２）検疫法等の改正について



検疫法等の改正について

○ 令和４年に成立した感染症法等一部改正法では、新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、国民の生命及び

健康に重大な影響を与えるおそれがある感染症の発生及びまん延に備えるため、検疫法（以下「法」という。）に

ついても、水際対策の実効性の確保のための改正が行われた。その中で特に都道府県の皆様に御承知おきいただき

たい事項は以下のとおり。

○ コロナ禍においては、都道府県と検疫所がそれぞれ独立して入院調整を行っていたことから、病床のひっ迫する時期において、病
床を取り合う状況となり、入院調整が難航する事態が一時生じた。

○ 都道府県及び検疫所のそれぞれの入院調整の円滑化を図るため、検疫所長が患者を入院（隔離）させる際の入院先の選定について、
検疫所長と都道府県知事が緊密に連携することとする。

○ 入院（隔離）先となる医療機関を確実に確保するため、平時から検疫所長が医療機関と協議し、隔離措置の実施のための病床確保
に係る協定を締結することとする。

○ 上記の協定を締結しようとする際、検疫所長は、都道府県知事に意見を聴取することとするとともに、医療機関と協定を締結した
際には、当該医療機関の所在地の都道府県知事に対してその旨を通知することとする。

改正内容

都道府県に対する要請

○ 都道府県と検疫所の連携については、「新型インフルエンザ等感染症等への備えに係る平時における都道府県と検疫所の連携の確
保について」（令和５年10月27日付け感発1027第３号健康・生活衛生局感染症対策部長通知）も参考にしていただきつつ、円滑
な施行に向けて、引き続き連携いただきたい。

１．平時における医療機関との協定（法第23条の４、検疫法施行規則第８条の２関係）

２．検疫における入院（隔離）先の医療機関の調整（法第23条の５関係）

３．関係行政機関との協力連携（法第23条の６関係）

○ 厚生労働大臣及び検疫所長は、法第２章に規定する事務の遂行に関して、必要な協力を求めることができることとし、協力を求め
られた行政機関は、本来の任務の遂行を妨げない範囲において、できるだけその求めに応じなければならないこととする。

（※）１及び２は令和６年４月１日施行、３は令和４年12月９日施行。（根拠条項は令和６年４月１日施行時点）
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検疫所

民間検査会社

• 発熱・咳等の有症状者のうち、調査協力いただける方について
鼻腔ぬぐい液を採取。

• 協力者の行動歴、症状等の確認。

※１ 網羅的PCR検査（Multiplex RT-PCR）では、新型コロナウイルス
やインフルエンザウイルス、RSウイルスなどの様々な呼吸器感染症
の病原体の遺伝子を検出することが可能。

国立感染症研究所

新型コロナウイルスのゲノム解析(※２)

新型コロナウイルス感染症が5類に変更され、水際措置の終了以降の新たな取組みとして、海外から流入
が懸念される感染症のウイルスの変異や動向を広く把握することを目的とし、令和５年５月８日より、
「入国時感染症ゲノムサーベイランス」を導入。

感染症法に基づく積極的疫学調査として、５空港（成田・羽田・中部・関西・福岡空港）において、
発熱、咳などの症状のある入国者（※）を対象に、検体を採取。

採取した検体は民間検査会社にて呼吸器感染症を引き起こす主なウイルスや細菌の病原体遺伝子を網羅
的に検出できるPCR検査を実施した後、国立感染症研究所にて新型コロナウイルスのゲノム解析を行う。

（※）有症状者数はコロナ前の実績として、令和元年度には５空港で年間約 1万人程度。

呼吸器感染症の網羅的PCR検査(※１)

（新型コロナウイルス陽性検体のウイルスゲノム配列決定）

検体採取

入国時感染症ゲノムサーベイランス

※２ 民間検査会社により決定されるゲノム配列情報を踏まえ、新型コ
ロナウイルスの株及び系統を判定。
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３）薬剤耐性（AMR）対策について
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２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

令和６年度当初予算案 12億円（11億円）※（）内は前年度当初予算額

薬剤耐性（ＡＭＲ）による死亡者数は今後増大するとされている。（※１）
（※１）AMRに起因する死亡者数は低く見積もって世界で127万人。何も対策を取らない場合（耐性率が現在のペースで増加した場合）、2050年には1,000万人の死亡が想定されている。

(Antimicrobial Resistance Collaborators. Global burden of bacterial antimicrobial resistance in 2019: a systematic analysis. Lancet 2022; 399: 629–55. O’Neill J, Chair. Tackling Drug-Resistant 
Infections Globally: Final Report and Recommendations. London, UK: Review on Antimicrobial Resistance; 2016; p. 1-84.)

耐性菌に対する新たに承認された抗菌薬の数は近年減少傾向である。（※２）
（※２）日本の抗菌薬の承認数は1990年～1999年27剤、2000年～2009年16剤、2010年～2019年11剤。

新規抗菌薬の開発には、多額の費用を要するが、高い薬価がつかないなど収益性が低いこと、また、使用量を適正な水準にコントロールすることが求められる
抗菌薬の特性（※３）による販売での制約といった収益予見性の低さから、製薬企業の参入ハードルは高くなっている。
（※３）抗菌薬が必要でない病態に投与するなどの不必要な使用や投与量・投与期間が標準的な治療から逸脱した不適切な使用を行うと、耐性菌が増加し、結果として抗菌薬が使用できなくなる。

2023年5月のG７長崎保健大臣会合では、薬剤耐性（AMR）対策としてプル型インセンティブの重要性について認識を一致し、上市後の新規抗菌薬に対して一
定額の収入を支援すること等により研究開発を促進する仕組みであるプル型インセンティブについてさらに取組をすすめることを強調した。
現在、スウェーデン、英国で市場インセンティブの試行プロジェクトが進行中である。（他に米国が現在検討している。）

○ 我が国においても、抗菌薬による治療環境を維持しつつ、国際保健に関する国際的な議論で主導的な役割を果たすため、市場インセンティブの事業
（企業が国の薬剤耐性対策（販売量の適正水準維持）に協力することで生じる減収に対して、一定額の収入を国が支援すると同時に、抗菌薬の開発を促
す仕組み）を実施する。

○ 支援対象として、公衆衛生上脅威となる薬剤耐性菌の治療薬を選定し、日本における市場インセンティブの実現可能性を具体的に検証することを目標
とする。

○ 抗菌薬の適正使用を保ちつつ、新規抗菌薬の開発を促進し、耐性菌の治療の選択肢を確保することに資する。
○ 薬剤耐性菌の発生状況、抗菌薬の使用状況等を踏まえ必要な予算額を確保する。

国
予測市場規模と実際の
売上げとの差額を支援

公募により支援対象を選定

製造
販売
業者

専門家の意見・評価

実際の売上げ

対象抗菌薬
の予測市場
規模

差額を支援

※ 予測市場規模は、
専門家の意見・評価
を踏まえて設定する

抗菌薬確保支援事業
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抗微生物薬適正使用の手引き 第三版 概要

○ 手引き第三版では、外来編の内容の更新を行うとともに新たに入院編を書き下ろし、本編と別冊と補遺の３部編成とした。

• 「本編」一般外来における成人・学童期以降の小児、乳幼児を対象に急性気道感染症、急性下痢症等にて抗菌薬投与が必要な状況と適
切な抗菌薬投与について解説。入院編では医療機関で入院患者の診療に関わる様々な医療従事者にとって重要な基礎知識を解説。

• 「別冊」入院患者の感染症で問題となる薬剤耐性菌を中心に具体的な抗菌薬治療について解説。

• 「補遺」入院患者の感染症の抗微生物薬適正使用についての補足事項を記載。

別冊

入院患者の感染症で問題となる微生物

黄色ブドウ球菌 (Staphylococcus aureus)
腸球菌 (Enterococcus spp.)
腸内細菌目細菌 (Enterobacterales)
緑膿菌 (Pseudomonas aeruginosa)
その他のグラム陰性桿菌（緑膿菌以外のブドウ糖非発酵菌）

クロストリジオイデス・ディフィシル (Clostridioides difficile)
カンジダ (Candida spp.)

補遺

入院患者の感染症の抗微生物薬適正使用についての補足事項

○医療機関における抗微生物薬の適正使用の推進は、「薬剤耐性(AMR)対策アクションプラン2023-2027」において、薬剤耐性（AMR）
対策の６つの目標のうちの１つであり、医療におけるAMR対策の最も重要な取り組みの一つである（戦略4.1）

○「抗微生物薬適正使用の手引き」（以下「手引き」という。）は、主に外来診療における一般的な感染症診療における抗微生物薬の適正
使用のあり方を明確にする目的で、2017年6月に第一版、2019年12月に第二版を発行した。

○ 「薬剤耐性(AMR)対策アクションプラン2023-2027」においては、戦略4.1における取組として手引きの更新、内容の充実及び臨床現
場での活用の推進を掲げており、今回、抗微生物薬適正使用(AMS)に関する作業部会において改訂作業を行い、入院患者への抗菌薬適正使
用について新たに記載した手引き第三版を作成した。

本編

• 一般外来における成人・学童期以降の小児編

急性気道感染症

急性下痢症

• 一般外来における乳幼児編

小児における急性気道感染症の特徴と注意点

小児の急性気道感染症各論

急性下痢症

急性中耳炎

• 入院患者の感染症に対する基本的な考え方

診断・治療のプロセス

マネジメント
※事務局にてダイジェスト版を作成予定

経緯

概要

出典：第80回感染症部会 資料４

34



４）結核対策について



698.4

令和4年 8.2

1
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1,000,000
結核死亡者数
結核罹患率

結核対策について

○令和４年の新登録結核患者数は10,235人、結核罹患率（新登録結核患
者数を人口10万対率で表したもの）は8.2となり、前年に引き続き結
核低まん延国の水準を維持している。しかしながら、今なお日本の主
要な感染症である。

○近年では結核患者の多くを高齢者が占め、令和４年新登録結核患者の
約７割が60歳以上、特に80歳以上においては約4.5割を占めている。

○外国生まれ患者の割合も年々増加しており、令和４年の外国生まれ患
者数は1,214人（前年から99人減少）であり、結核患者全体の11.9％
（前年から0.5ポイント増加）を占めている。

現状、課題

罹
患
率

（
対
十
万
人
）

死
亡
者
数

（
人
）

80歳以上
45％

結核患者の年齢別割合

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

2013 14 15 16 17 18 19 20 21 22

15～19歳
20～29歳
30～39歳
全年齢層

外国生まれ結核患者割合の推移

【従来の対策】
直接服薬確認療法（DOTS）の推進、結核医療費の公費負担及び
予防接種の実施等の総合的な対策を引き続き実施。

【80歳以上の高齢者への対策強化】
80歳以上の高齢者に対し、感染症法に基づく定期健康診断の強化と
して健診の個別勧奨の実施や個別健診の推進等を実施。

【入国前結核スクリーニング】
結核高まん延国からの中長期滞在者を対象に、入国前結核スクリー
ニングを実施。現在、開始時期について、厚生労働省、出入国在留
管理庁、外務省の間で調整を行っている。

対応

従来の対策を徹底させるとともに
以下2点を実施

罹患率と死亡者数の推移

0～19歳… 20～39歳 13％

60～79歳
29％

40～59歳
12％

※平成２９年死亡者数が前年より増加しているのは、
人口動態統計における統計上のルール変更によるもの。

※平成９年罹患率が増加に転じたことを受け、平成１１年に
結核緊急事態を宣言。
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５）エイズ・性感染症対策について
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（エイズ発生動向年報）

新規HIV感染者・エイズ患者報告数の年次推移

※届出の定義
・HIV感染者：エイズ発症前に診断
・エイズ患者：エイズ発症後に診断

252件

632件

884件

（年）

HIV感染者・エイズ患者の新規報告数の合計は、1990年代～2000年代は増加傾向にあったが、2008年
頃からは約1,500件程度の横ばい傾向で推移しており、2016年からは６年連続で減少している。
一方で、依然としてエイズを発症してからHIV感染が判明する例が報告数の約３割を占めている。

抗HIV薬が進歩し、早期に診断し治療を開始することで、他者への感染を防ぐことができるとともに、
感染する前とほぼ同様の生活を送ることが可能。

早期発見・感染拡大防止の観点から、保健所で実施している無料匿名のHIV検査等を推進し、検査
機会の充実や啓発を進めていただきたい。

エイズ・性感染症対策について
１．エイズの現状

普及啓発

「世界エイズデー」ポスターコ
ンクールを開催し、優秀作品を
デザインに起用したポスターを
作成。自治体等に配布している。

（件）

34,421件

2022年までの累積報告数
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梅毒の発生動向について

●近年の梅毒報告数の動向について

• 梅毒の発生報告数は、近年は増加傾向にある。
2014年の約1,700件から2018年に約7,000件となるまで年々増加し、2022年の報告者数は10,000件を超えた。

• 2023年は、14,905件（暫定値）と、1948年以降で最多の報告数であった。

• 年齢階級別にみると、女性は20代に多く報告されているが、男性は20代から50代までの幅広い層を中心に報告されている。

● 梅毒患者の報告総数（2010～2023年）

※2022年および2023年は、2024年1月5日時点集計値（暫定値）
※2023年の報告総数は、2024 年 1 月 5 日までに届出のあった報告数であり、第 52 週（2023 年 12 月

25 日～2023年 12 月 31 日）までに診断されていたとしても遅れて届出のあった報告は、含まない。

● 年齢階級別・性別報告数（2023年）

国立感染症研究所 日本の梅毒症例の動向について (2024年1月5日現在) 
https://www.niid.go.jp/niid/ja/syphilis-m/syphilis-trend.html
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先天梅毒について

• 病原体である梅毒トレポネーマが、梅毒に罹患した妊婦の胎盤を通じて胎児に感染することにより、先天梅毒、流産、死産が生じる。
• 妊婦が無治療の場合には、40%の児が死亡する可能性がある。
• 先天梅毒は、感染症法上の5類感染症（全数把握疾患）である梅毒の一類型として、診断した医師に届出が義務づけられている。

基本情報

予防

• 梅毒感染妊婦に対しては、先天梅毒の予防として適切な抗菌薬治療（注射薬又は内服薬）を分娩4週間前までに完遂する。
• 梅毒感染妊婦に対しては、筋注ペニシリンベンザチンは高い予防効果が期待できる。（内服薬は一定の頻度で予防失敗）

症状

• 出生時は、約2/3が無症状で身体所見も正常
• 生後すぐに皮膚病変、鼻閉鼻汁、リンパ節腫脹、肝脾腫などを発症

• 梅毒報告数の増加に伴い、2019年以降、妊婦症例は毎年200例前後（全女性症例の7～9％）に増加。先天梅毒の年間報告数もこれまで
20例前後であったが、2023年の報告数は37例と増加した。

• 近年の傾向として、異性間性的接触に伴う梅毒症例数の増加が認められており、女性症例の年齢分布は20代に多い。
• 国内の梅毒症例には、性風俗産業の従事歴、利用歴のある症例が一定数報告されている。

感染動向

● 先天梅毒の報告数（2010～2023年）

※2022年および2023年は、2024年1月5日時点集計値（暫定値）
※2023年の報告総数は、2024 年 1 月 5 日までに届出のあった報告数であり、第 52 週（2023 年 12 月 25 日～

2023年 12 月 31 日）までに診断されていたとしても遅れて届出のあった報告は、含まない。

● 梅毒女性症例、妊娠症例、女性性産業従事者
(CSW)症例の報告数、2019～2021年）

国立感染症研究所 日本の梅毒症例の動向について (2023年10月4日現在) 
https://www.niid.go.jp/niid/ja/syphilis-m/syphilis-trend.html

感染症発生動向調査に基づく梅毒の届出における妊娠症例と女性性風俗産業従
事者の症例、2019-2021年

https://www.niid.go.jp/niid/ja/syphilis-m-3/syphilis-idwrs/11654-
syphilis-20221130.html
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６）風しん対策について



① 症状 ： 発熱、発疹、リンパ節腫脹を特徴とする。無症状（15～30%）～重篤な合併症併発まで幅広い。
② 合併症 ： 血小板減少性紫斑病（1/3,000～5,000）、急性脳炎（1/4,000～6,000）、関節炎など。

妊娠中の女性が感染すると出生児に先天性風しん症候群(CRS)が出現。
③ 潜伏期間 ： 14～21日間
④ 感染経路 ： 飛沫感染・接触感染。感染力が強い※（発症約1週間前～発疹出現後1週間程度感染力がある）。
⑤ 治療・予防 ： 対症療法のみ。予防にはワクチンが有効。

○目標：CRSの発生をなくすとともに、2020年までに風しんの排除を達成する。
○定期予防接種の実施：定期接種率の目標をそれぞれ95％以上とする。（令和元年度：第１期95.4%、第２期94.1）

○抗体検査・予防接種の推奨：普及啓発、自治体に対する抗体検査補助事業を実施。
○自治体に対する技術支援：風しん発生時の届出や、対応手順の手引き等を作成し、自治体に配布。
○麻しん・風しん対策推進会議の開催：施策の実施状況に関する評価、必要に応じた当該施策の見直し。

「風しんに関する特定感染症予防指針」（平成26年厚生労働省告示第442号、平成30年1月1日一部改正）

風しんとCRSの発生報告数の年次推移

概要

風しん対策の概要

風しんに対して免疫の不十分な女性が、特に妊娠20週頃までに風疹ウイルスに感染した場合に出生児に引き起こされる障害。先
天性心疾患、難聴、白内障が三大症状。他、低出生体重、網膜症、肝脾腫、血小板減少、糖尿病、発育遅滞、精神発達遅滞、小
眼球など多岐にわたる。

先天性風しん症候群（CRS）とは

【出典】「感染症発生動向調査」に基づき健康・生活衛生局感染症対策部感染症対策課において作成。2022年は週報速報値（暫定値）、2023年は2023年9月6日時点の暫定値。

※基本再生産数（R0）：6-7 （インフルエンザは1-2）
基本再生産数とは、免疫がない人々の集団で、一人の患者から

平均何人に二次感染させるかを示す数字。

年 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
風しん
(定点) 2,972 3,123 2,561 2,971 2,795 4,239 895 509 463

風しん
(全数) 294 147 87 378 2,386 14,344 319 163 126 91 2,941 2,298 100 11 15 11

CRS 0 1 1 1 1 10 2 0 0 0 2 0 1 4 32 9 0 0 0 0 4 １ 1 0 0

風しんについて R3.12.17、第46回厚生科学審議会予防接種・ワ
クチン分科会予防接種基本方針部会・第57回厚
生科学審議会感染症部会（合同開催）
資料2-1 修正
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風しんに関する追加的対策

特に抗体保有率が低い昭和37年４月２日から昭和54年４月１日生まれ
（令和５年度44歳から61歳）の男性に対し、
① 予防接種法に基づく定期接種の対象とし、令和元年度から令和3年度ま
で（３年間）、全国で原則無料で定期接種を実施

② ワクチンの効率的な活用のため、まずは抗体検査を受けていただくこ
ととし、補正予算等により、全国で原則無料で実施

③ 事業所健診の機会に抗体検査を受けられるようにすることや、夜間・
休日の抗体検査・予防接種の実施に向け、体制を整備

追加的対策のポイント

※2019年５月時点

※（）内は抗体保有率

１９９０年４月２日生 １９７９年４月２日生 １９６２年４月２日生

男
性

1回 個別接種
（88.4％）

2回 個別接種
（95.4％）

幼児期に
１回 個別接種

（90.4％）

中学生の時に
１回 個別接種

（89.9％）

１回も接種していない
（79.6％）

１回も接種
していない
（92.6％）

女
性

1回 個別接種
（89.7％）

2回 個別接種
（96.5％）

幼児期に
１回 個別接種

（94.5％）

中学生の時に
１回 個別接種

（96.6％）

中学生の時に
１回 集団接種

（96.7％）

１回も接種
していない
（92.2％）

１歳 20歳 30歳 40
歳

50歳

小学校入学 ※2021年５月時点１９９０年４月２日生 １９７９年４月１日生 １９６２年４月２日生

男
性

1回 個別接種
（88.4％）

2回 個別接種
（95.4％）

幼児期に
１回 個別接

種
（90.4％）

中学生の時に
１回 個別接種

（89.9％）

１回も接種していない
（79.6％）

１回も接種
していない
（92.6％）

女
性

1回 個別接種
（89.7％）

2回 個別接種
（96.5％）

幼児期に
１回 個別接

種
（94.5％）

中学生の時に
１回 個別接種

（96.6％）

中学生の時に
１回 集団接種

（96.7％）

１回も接種
していない
（92.2％）

１歳 20歳 30歳 40
歳

50歳

小学校入学

【出典】国立感染症研究所「年齢/年齢群別の風疹抗体保有状況」2013-2017年をもとに算出（10歳以下のみ2017年のデータで計算）

R3.12.17、第46回厚生科学審議会予防接
種・ワクチン分科会予防接種基本方針部
会・第57回厚生科学審議会感染症部会
（合同開催）資料2-1 修正

世代ごとの抗体保有率
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風しんに関する追加的対策の今後について【全体概要】

2018年夏以降の風しんの感染拡大を受け、過去に公的に予防接種を受ける機会がなかった世代の男性を対象として、
３年間、全国で抗体検査と予防接種法に基づく定期接種を実施することとした。
一方、新型コロナウイルス感染症に伴う受診控え、健診の実施時期の見直し等の様々な影響により、当初の見込み
どおりには進んでいない。
今後の風しんの流行を防止するために、当初目標まで抗体保有率を引き上げる必要があるため、目標の到達時期を
延長し、引き続き、追加的対策を実施する。

経緯

目標

風しんの追加的対策の実施時期の延長に伴い、主に以下の促進策を実施している。
①健診に合わせた抗体検査を促進する観点から、毎年、抗体検査未受検の対象者全員にクーポンを一斉送付する。
（令和元年度～令和３年度は対象世代を分割し、クーポン券を送付していた。）
②新型コロナワクチンの接種を行う医療機関や大規模接種会場において、ポスター、リーフレットを用いて啓発する
とともに、新型コロナワクチンの職域接種を実施する会場に対しても周知・協力依頼を行う。
③対象者の利便性の向上を図る観点から、即日、抗体検査の結果が判明する検査キットを導入する。
※ ただし、 偽陽性を含むIgM陽性の場合の風しんの診断が必要となることに留意するとともに、IgG陰性だった場合にワクチン接種につな
げるために、当該検査キットを用いる場合は、検査日に風しんの診断やワクチン接種が実施可能な体制を求めることとし、限定的に導入
することとする。

促進策

【対象】 昭和37年４月２日～昭和54年４月１日生まれの男性
【目標】（１） 2021年７月までに、対象世代の男性の抗体保有率を85％に引き上げる。

（２） 2021年度末までに、対象世代の男性の抗体保有率を90％に引き上げる。

【対象】 昭和37年４月２日～昭和54年４月１日生まれの男性
【目標】（１） 2022年12月までに、対象世代の男性の抗体保有率を85％に引き上げる。

（２） 2024年度末までに、対象世代の男性の抗体保有率を90％に引き上げる。

R3.12.17、第46回厚生科学審議会予防接種・ワクチン
分科会予防接種基本方針部会・第57回厚生科学審議会
感染症部会（合同開催）、資料2-2 一部修正
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７）新型コロナウイルス感染症の

罹患後症状について
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2021年4月1日

３．予防接種施策について

厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部予防接種課



１）新型コロナウイルスワクチンについて



国内の新型コロナワクチンの接種状況について
出典：首相官邸HP
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65歳未満 65歳以上 事後登録見込み分（推計）

令和５年春開始接種
（５/８）

１日当たり最大：
約5６万回（5/26）

令和５年秋開始接種
（９/20）

新型コロナワクチンの接種回数の推移（接種日ベース）（１/2 1時点）

（万）

※ グラフ上の事後登録見込み分については、VRSへの記録の事後登録による現在の登録値からの伸び率を仮定し、当該伸び率を踏まえて確定値を推計。

令和４年秋開始接種
（９/20）

令和４年秋開始接種の実績
（令和５年４月時点）

回数 接種率 回数 接種率

約5,９７0万回 ５２．２％ 約2,３６0万回 ２０．６％

約2,840万回 ７9．５％ 約２,０２0万回 ５６.５％

回数 接種率

全 体 約2,６70万回 21.３％

65歳以上 約1,８40万回 51.2％

令和５年秋開始接種の実績 令和５年春開始接種の実績
（令和５年９月時点）
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特例臨時接種の終了にかかる情報提供（リーフレット）
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令和６年１月以降の新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

集団接種会場費用への補助は令和5年12月末で原則廃止。ただし条件に合致する場合は上限の範囲内で特異な経費として補助。

個別接種促進策は令和６年3月3日までとし、上限額超過の場合の特例措置は令和5年12月末までとする。

… R５.12月 R６.１月 ２月 ３月

当該補助事業は３月末まで

③個別接種促進策
（週100回以上を4週以上で該当週2,000円／回）

上限 413円＠予定個別接種回数
※ 9∼12月から変更なし

3/3まで
上限額超過の場合の特例措置(9/20事務連絡)

12月末まで

①事務費
（接種券、広報費等）

上限 685円＠予定総接種回数
※ 9∼12月から変更なし

②コールセンター 上限 1,203円＠予定総接種回数
※ 9∼12月から変更なし

④集団接種会場費
上限 4,338円
＠予定集団接種回数

原則12月末まで

ただし、以下の場合は、上限額の範囲内で新型コロナワクチン接種に特異に必要
となる経費として補助
・離島・へき地など個別接種ができる医療機関が限られている市町村
・管内市町村から大規模接種実施要望がある都道府県 など

66



１）特例臨時接種の今年度末での終了について

新型コロナウイルス感染症に関する知見

新型コロナウイルス感染症を取り巻く状況

重症化予防及び死亡予防の効果が確認されている抗ウイルス薬が複数利用可能になり、一般流通も行われるなど、

新型コロナウイルス感染症を取り巻く状況においても有利な状況変化が生じている。

２）来年度以降の接種プログラムについて

議論のポイント

厚生科学審議会の予防接種・ワクチン分科会（11/22開催）において、今後の接種方針について議論が行われ、以下のとおり了承。

新型コロナワクチンの今後の接種方針について

接種の目的等 重症化予防を目的に、新型コロナ感染症を予防接種法上のB類疾病とし、法に基づく定期接種として実施

接種の対象者 65歳以上の高齢者等の重症化リスクの高い者（インフルエンザワクチンと同様の対象者）

接種のタイミング 年１回の接種として、時期は秋冬

用いるワクチン 流行主流のウイルスやワクチンの有効性に関する科学的知見を踏まえて、ワクチンのウイルス株を毎年選択

特例臨時接種の実施要件である「まん延予防上緊急の必要がある」と認められる状況にはないと考えられるため、

特例臨時接種を今年度末で終了する。

昨年度までの知見 新たに得られた知見

疫学的状況 デルタ株と比較してオミクロン株の重症化率等が低下 XBB系統の重症度に上昇の兆候はない

ワクチンの
効果等

ワクチンによる重症化予防効果を確認
ⅰ） ワクチンによる重症化予防効果の持続期間は１年以上
ⅱ） ウイルスに対する免疫を国民の多くが保有している
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◇ Ｂ類疾病

◇ Ａ類疾病
①人から人に伝染することによるその発生及びまん
延を予防するため

○ 集団予防目的に比重を置いて、直接的な集団予防
（流行阻止）を図る
ジフテリア、百日せき、急性灰白髄炎、麻しん、風しん、結核、
痘そう、Ｈｉｂ感染症、肺炎球菌感染症（小児）、水痘、ロタ

○ 個人予防目的に比重を置いて、個人の発病・重症化防
止及びその積み重ねとしての間接的な集団予防を図る

インフルエンザ、肺炎球菌感染症（高齢者）

予防接種法においては、感染力や重篤性の大きいことからまん延予防に比重を置いたＡ類疾病と、個人の発病や重症化予防に比重を
置いたＢ類疾病に疾病を分類している。他方で、Ｈ25年度改正以降、Ａ類疾病には疾病の重大さによる社会的損失等の視点を追加。
疾病区分の趣旨・目的により、接種の努力義務、勧奨の有無、被害救済の水準など公的関与の度合いが異なる。
定期接種においては、Ａ類疾病は小児期に接種が行われることが多く、Ｂ類疾病は高齢期に接種が行われている。

②かかった場合の病状の程度が重篤になり、若しく
は重篤になるおそれがあることからその発生及び
まん延を予防するため

○ 致命率が高いことによる重大な社会的損失の防止を
図る

日本脳炎、破傷風

○ 感染し長期間経過後に、死に至る可能性の高い疾病
となることがあり、重大な社会的損失を生じさせる

ヒトパピローマウイルス感染症、Ｂ型肝炎

③個人の発病又はその重症化を防止し、併せて
これによりそのまん延の予防に資するため

○ 接種の努力義務：あり

○ 市町村長による勧奨：あり

○ 接種費用の負担
：市町村（９割程度を地方交付税措置）

低所得者以外から実費徴収可能

○ 健康被害救済の水準：高額
例：障害年金１級（518万円／年）、

死亡一時金（4,530万円）

○ 接種の努力義務：なし

○ 市町村長による勧奨：なし

○ 接種費用の負担
：市町村（３割程度を地方交付税措置）

低所得者以外から実費徴収可能

○ 健康被害救済の水準：低額
例：障害年金１級（288万円／年）、

遺族一時金（754万円）

＜定期接種における公的関与、費用負担等＞

Ａ類疾病とＢ類疾病
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新型コロナワクチン接種の令和６年度の費用負担について

○ 新型コロナワクチンの予防接種については、今年度までは全額国費・無料で実施しているが、来年
度からの定期接種化の際、被接種者に費用負担が生じることとなる。

○ 令和６年度の定期接種における標準的な接種費用は、以下のとおり7,000円として積算しており、
低所得者に関しては接種費用を無料とするため、総接種費用の３割を普通交付税措置することとする。
低所得者以外の方の自己負担額については、接種費用7,000円を標準として、各自治体においてご検
討いただきたい。

標準的な接種費用 積算

ワクチン価格 手技料

特例臨時接種
（～Ｒ５年度）

無料（全額国費） － －

定期接種
（Ｒ６年度）

7,000円 3,260円 3,740円

※なお、インフルエンザのワクチン価格は、1,500円程度。
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新型コロナワクチンの定期接種化 各市町村におけるスケジュールイメージ

2023年
12月

2024年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 秋

（国説明会の予定）

スキーム構築
必要な体制の確認

医療機関との調整

予算の確保

ワクチンの情報
流通の見込み

（その他）
現行の特例臨時接種の終
了に伴う事項

新
型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
の
定
期
接
種

開
始

▼ 自治体説明会 〔第１回〕
・全体像について 他 ＜済＞

▼ 自治体説明会 〔第３回〕 予定

地方議会 地方議会

委託契約書の作成・締結

▼ 自治体説明会 〔第２回〕
・予算関連の事項について 他

補正予算

調整中であり、詳細については追ってお示しする

接種券（送る場合）・予診

票・案内 確定→印刷 予診票等送付

年度末まで接種を実施

必要に応じて事後の対応

必要な予算措置に

向けた検討・調整

▼ 自治体説明会〔必要に応じ〕

各市町村のスキーム構築
（システム改修、対象者抽出 など）

委託先医療機関への協力要請・選定

特
例
臨
時
接
種

終
了

２月議会で

必要な措置

並行して終了に伴う準備・対応

（冷凍庫や保冷バッグの処理、

集団接種会場の撤去 など）

当初予算

2023年12月25日時点 更新版
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今年度のワクチン等の供給について、
及び、年度末で特例臨時接種が終了することに伴う対応について

現在 令和５年度の供給について
特例臨時接種が終了することに伴う

令和５年度末の対応等について

ワク
チン

・接種状況・予約状況
等に鑑み、国が都度購
入し、都道府県経由で
配送。

・接種完了までの間、
所有権は国に帰属（V-
SYSを通じて管理）。

・令和６年１月に、令和５年
度最終クールとして、国購
入済ワクチン残余分を希望
する自治体へ配送予定。

・特例臨時接種終了時の自治体保有分は、
国に所有権が帰属しているところ、国
からの指示に従い、各自治体において
廃棄していただく予定（事務連絡を発
出予定）。

・令和６年３月末～４月上旬に、3月末
時点の各自治体のワクチン残余数を調
査予定。

針、
シリ
ンジ

・国が購入し、希望す
る自治体へ無償で譲渡。

・譲渡後の所有権は、
自治体に帰属。

・ワクチンの配送終了に併せ、
針・シリンジの配送は1月末
までとする予定。

・特例臨時接種終了時の自治体保有分は、
自治体の規程に基づき適切に処理して
いただく予定（事務連絡を発出予定）。
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年度末で特例臨時接種が終了することに伴う対応について（２）

現在 令和５年度末の対応について

冷凍庫、

保冷バッグ

・国が購入し、希望する自治体へ無償
で譲渡。
※ 現時点において譲渡終了。

・譲渡後の所有権は自治体に帰属。

・今後、国からの追加の無償譲渡の予定はない。

・現在各自治体で保有している物については、新型コ
ロナワクチンの保管及び移送が特例臨時接種期間終
了まで適切に実施されることを前提として、

他の有効活用の用途があるもの
自治体の規程等に基づき、譲渡、売却等ご活用いただきたい。
（P24のQ2もご参照）

有効活用を図った上で、使用が一切見込まれないもの
自治体の規程等に基づき、廃棄を進めて差し支えない（事務連絡
を発出予定。）。

VRS関係 ・タブレットで読み取り
令和５年度中は使用可能。その後、タブレットと読取
り台は、業者が回収予定。

※ 針・シリンジや冷凍庫等のうち、国補助金を使って各自治体で購入されたものについて

＜現在＞
特例臨時接種に活用いただいているところ。 例：針・シリンジ、冷凍庫、保冷バッグ、集団接種会場用の備品等

＜年度内＞
特例臨時接種に活用するため基本的には処分はしない。処分する場合は交付要綱に基づくこと。

＜令和６年度以降＞
目的を達したことから、各自治体の会計規程に則り適切に管理。処分とは転用、譲渡、交換、貸付、担保へ供すること。
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２）定期接種ワクチンについて



○ ５種混合ワクチンを定期接種に位置づけることとし、接種の対象者や実施方法等は以下のようにする。

○ なお、ワクチン小委員会での議論を踏まえ、標準的な接種時期については、感染症の疫学的状況等も考慮し

た、より効果的な接種とするための接種時期等を定める。具体的には、実施要領（通知）に規定する初回接

種の標準的な接種時期を、現行のHibワクチンを参照して規定する等の対応をとる。

定期接種の対象者 （政令） 生後2月から生後90月に至るまでの間

接種間隔・方法 （省令）

（通知）

初回接種：20日以上の期間をおいて3回皮下又は筋肉内に接種
追加接種：初回接種終了後６月以上の間隔をおいて１回皮下又は筋肉内に接種

初回接種：生後2月から生後７月に至るまで開始し、４週間（医師が必要と認めた場合に
は３週間）から８週間までの間隔をおいて３回

※接種開始齢によって、接種回数は不変とする。（４種混合と同様）
追加接種：初回接種終了後から６月から13月までの間隔（※）をおいて１回
※ ただし、添付文書上可能な場合は、初回接種終了後から６月から18月までの間隔。

用いるワクチン 使用するワクチンは５種混合ワクチンを基本とする。
ただし、当面の間は４種混合ワクチン及びHibワクチンも使用できることとする。

長期療養特例 現行の４種混合及びHibワクチンと同様、特例の対象とする。
特例の対象となる上限年齢は、15歳未満とする。

定期接種対象者から除かれる者
及び予防接種を受けることが適
当でない者

現行の４種混合及びHibワクチンと同様、現行規定のとおりとする。

定期接種化の開始時期 定期接種化の開始は、令和６年4月１日とする。

接種方法に関するその他の事項 ５種混合ワクチンの交互接種については、従来の取扱いと同様、原則としては同一のワクチ
ンで接種を行うこととしつつ、原則によることのできない場合についても接種が実施可能な
よう、必要な規定を設ける。

事務局案

５種混合ワクチンに関するまとめ
第58回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予 防 接 種 基 本 方 針 部 会 資料１(改)

2023(令和５)年12月20日
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○ 沈降15価肺炎球菌結合型ワクチン (PCV15) を定期接種に位置づけることとし、接種の対象者や実施方法等は、
以下のようにする。

定期接種の対象者（政令） 生後2月から生後60月に至るまでの間

接種間隔・方法 （省令）

（通知）

初回接種：生後24月に至るまでの間に、27日以上の期間をおいて3回皮下又は筋肉内に接種
※ 他に、初回接種開始時の月齢に応じて、１～２回の初回接種の規定をPCV13同様に定める。
追加接種：初回接種終了後60日以上の間隔をおいて、生後12ヶ月に至った日以降において、

１回皮下又は筋肉内に接種

初回接種：生後2月から生後７月に至るまでの間に開始し、生後12月までに27日以上の間隔を
おいて３回

※ 他に、初回接種開始時の月齢に応じて、１～２回の初回接種の規定をPCV13同様に定める。
追加接種：生後12月から生後15月に至るまでの間に、初回接種終了後から６0日以上の間隔を

おいて１回
※ 他に、初回接種開始時に生後７ヶ月に至った日の翌日から生後12月に至るまでの間にある者には、初回接

種終了後60日以上の間隔をおいて１回行うことをPCV13と同様に定める。

用いるワクチン 使用するワクチンはPCV15を基本とする。
ただし、当面の間はPCV13も使用できることとする。

長期療養特例 現行のPCV13と同様、特例の対象とする。

定期接種対象者から除かれ
る者及び予防接種を受ける
ことが適当でない者

現行のPCV13と同様、現行規定のとおりとする。

定期接種化の開始時期 定期接種化の開始は、令和６年4月１日

接種方法に関するその他の
事項

PCV15とPCV13の交互接種については、PCV13で接種を開始した場合でも、PCV15に切り替
えて接種が可能なよう、必要な規定を設ける

事務局案

第58回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会
予 防 接 種 基 本 方 針 部 会 資料１(改)

2023(令和５)年12月20日小児に対する肺炎球菌ワクチンに関するまとめ
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高齢者に対する肺炎球菌ワクチンの経過措置について

【高齢者に対する肺炎球菌ワクチンの現状等】

• 高齢者に対する肺炎球菌ワクチンについては、平成26年に定期接種に位置づけ、接種の対象者を「65歳の高齢
者等」として実施しつつ、それ以上の世代についても接種機会を提供する目的で、経過措置を設けてきた。

• ２回の経過措置を経て、本来の接種対象年齢を超えた方における接種状況は65歳の方における接種率と同等程
度となっている。

【侵襲性肺炎球菌感染症の疾病負荷、ワクチンに関する知見等】

• 15歳以上における侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）全体の年間累積罹患者数は、高齢者におけるPPSV23の定期接
種化後、新型コロナ流行前までは、減少していなかった。また、高齢者における患者数も同様に減少していな
かった。

• 15歳以上におけるIPDの症例から検出された肺炎球菌の血清型において、現在利用可能な他の肺炎球菌ワクチ
ンと比べ、PPSV23でカバーされる割合は比較的高い。

【経過措置に関する小委における結論】

• 経過措置の終了に異論なく、基本方針部会に報告することとされた。

• 必要な周知等を進めるべきとの意見があった。

まとめ

【高齢者に対する肺炎球菌ワクチンの対象者に係る経過措置について】

• ２回の経過措置（10年間）を通じた接種機会の提供の状況、高齢者に対する肺炎球菌ワクチンを取り巻く状況、

小委における議論等を踏まえ、対象者に係る経過措置を予定どおり終了することとする。

• 今般の経過措置の終了を含め、高齢者に対する肺炎球菌ワクチンの制度や対象者等について、接種を希望され

る方の検討に資するよう、必要な情報提供等に取り組むこととする。

対応方針

第 5 8 回 厚 生 科 学 審 議 会 予 防 接 種 ・ ワ ク チ ン 分 科 会 予 防 接 種 基 本 方 針 部 会 資料
2(改)2023(令和５)年12月20日
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H P V感染症の予防接種に関する相談支援・医療体制強化のための
地域ブロック拠点病院整備事業（概要）

目的：ヒトパピローマウイルス（HPV）感染症の予防接種を進めるにあたって、協力医療機関の中から、地域ブロッ

ク別に拠点病院を設け、HPV感染症の予防接種に関する相談支援・医療体制の強化を図る。

日本全国を10ブロックに分け、地域ブロック別に拠点病院（１～２医療機関）を選定する。拠点病院は、医療機関・自治体・関係団体等

との連携のハブとして、下記のような役割を担う。

• 協力医療機関や地域の医療機関との連携を構築し、研修会等の実施を通して、協力医療機関の診療支援・地域の医療機関に対する情報

提供を行い、よりよい診療体制の構築に寄与する。

• 都道府県・市町村・医師会・学校関係者・予防接種センター等との連携を構築し、情報共有を行う。

事業内容

協力医療機関

地域の医療機関

拠点病院自治体

関係団体
（医師会・関係学会等）

診療支援
研修機会の提供

関係機関・団体との
連携のハブとして機能

情報共有

診療相談
調査への協力

接種・診療に対する支援
研修機会の提供

診療相談
調査への協力

注）協力医療機関とは、ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種後に生じた症状の診療に係る協力医療機関を指す。

地域ブロック

HPV感染症の予防接種や接
種後の症状に対する診療等
の情報提供を行い、地域の
医療機関の相談支援・医療
体制を強化する。

地域ブロック内での事例
や知見の共有等を通して、
協力医療機関の相談支
援・医療体制を強化する。

情報共有
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施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線

「国立健康危機管理研究機構」
について（P3）

大臣官房
厚生科学課

企画係 登美 8060

感染症の流行状況について（P9） 感染症対策課 - - 2372

予防計画の作成について（P14） 感染症対策課 企画法令係 荒田 2933

検疫法等の改正について（P24） 企画・検疫課 検疫対策企画係 浜谷、久芳 8697、8978

AMR対策について（P31） 感染症対策課 AMR担当 宮原 4651

結核対策について（P35） 感染症対策課 結核対策係 松浦 4648

エイズ・性感染症対策について
（P37）

感染症対策課 特定感染症係 池田 8075

風しん対策について（P44） 感染症対策課 特定感染症係 越後屋 8265

新型コロナウイルス感染症の罹患
後症状について（P54）

感染症対策課 罹患後症状担当 時岡 4645

予防接種施策について（P61） 予防接種課 庶務係 中神 8919

健康・生活衛生局感染症対策部 施策照会先一覧（厚生労働省代表電話 0 3 - 5 2 5 3 - 1 1 1 1）
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